
Ⅸ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金及び物価高騰対

応重点支援地方創生臨時交付金活用事業一覧 

 

１ 大口町商工会中小事業者エネルギー価格高騰対策支援金 

事業概要 

エネルギー価格高騰対策として、商工会への加入・未加入に関

わらず、町内の中小事業者に対し、50,000 円の支援金を交付し

た。（事業主体：大口町商工会） 

決算額 20,050,000 円 

特定財源 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

7,308,269円 

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 9,180,340 円 

利用件数等 401 件 

事業の効果 
エネルギー価格の上昇が事業活動に大きく影響を及ぼしている

ことから、経済的な負担軽減に寄与することができた。 

 

２ キャッシュレス決済ポイント還元事業 

事業概要 

町内中小店舗のキャッシュレス決済への対応を促進するため、

消費者がキャッシュレス決済を利用した場合にも支払額30％相

当分をポイント還元するもの。 

決算額 24,172,757 円 

特定財源 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 15,991,560円 

利用件数等 対象店舗 121店舗 

事業の効果 

事業終了後に実施した聞き取り調査では、多くの事業者から前

年同時期よりも大きく売り上げが伸びたとの回答を得ており、

消費喚起の点においては、一定の効果があったものと思われる。 

その一方で、消費喚起が一過性のものであったことや店舗にお

ける経理処理等が煩雑になってしまったという回答もあり、運

用面において課題が残る結果となった。 
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３ 電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金事業 

事業概要 

電気・ガス・食料品等の価格高騰による負担増を踏まえ、特に

家計への影響が大きい低所得世帯（住民税非課税世帯）に対し

て、１世帯あたり３万円を給付した。 

決算額 
事務費  2,773,233円 

事業費  42,270,000円 

特定財源 
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

45,043,233 円 

利用件数等 1,409世帯 

事業の効果 
物価高騰による家計への影響が続く中、特に家計への影響が大

きい低所得世帯の生活・暮らしを支援することができた。 

 

４ 電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金事業（追加給付分） 

事業概要 

電気・ガス・食料品等の価格高騰による負担増を踏まえ、特に

家計への影響が大きい低所得世帯（住民税非課税世帯）に対し

て、１世帯あたり追加給付分として７万円を給付した。（住民

税課税者の扶養親族のみで構成される世帯について、推奨事業

メニューとして町独自の給付事業として給付。） 

また、追加給付分については、１８歳以下の児童１人当たり５

万円を、こども加算として給付した。 

決算額 

７万円： 

事務費    3,314,570円 

事業費 100,170,000円 

うち扶養者のみ世帯以外 94,500,000 円 

うち扶養者のみ世帯    5,670,000 円 

こども加算： 

事務費  2,224,011円 

事業費  9,600,000円 

うち扶養者のみ世帯以外 9,300,000円 

うち扶養者のみ世帯     300,000円 

特定財源 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 96,064,111円 

利用件数等 

７万円：1,431世帯 

うち扶養者のみ世帯以外 1,350世帯 

うち扶養者のみ世帯     81世帯 

こども加算：104世帯（192人） 

うち扶養者のみ世帯以外 102 世帯（186人） 

 うち扶養者のみ世帯    2世帯 （6人） 
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事業の効果 
物価高騰による家計への影響が続く中、特に家計への影響が大

きい低所得世帯の生活・暮らしを支援することができた。 

 

５ 低所得者向け物価高騰対応重点支援給付金給付事業 

事業概要 

電気・ガス・食料品等の価格高騰による負担増を踏まえ、特に

家計への影響が大きい低所得世帯（住民税均等割のみ課税世帯）

に対して、１世帯あたり１０万円を給付した。 

決算額 
事務費  3,786,830円 

事業費  21,900,000円 

特定財源 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 25,686,830円 

利用件数等 219 世帯 

事業の効果 
物価高騰による家計への影響が続く中、特に家計への影響が大

きい低所得世帯の生活・暮らしを支援することができた。 

 

６ 水道基本料金の減免 

事業概要 

原油価格や物価の高騰等により影響を受ける町民生活及び経済

活動への支援を目的とし、水道基本料金 4 か月分（令和 5 年 7

月～令和5年 10月請求分）の免除を行った。 

決算額 33,962,731 円 

特定財源 
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

33,962,731 円 

利用件数等 18,988件（のべ件数） 

事業の効果 水道使用者の経済的な負担軽減に寄与した。 

 

 決算額 合計  230,261,401 円 

 減免額 合計   33,962,731 円 
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